
 

新潟政労使会議共同宣言 

～ 持続的な賃上げの実現に向けて ～ 

 

少子化に加え若者の県外流出等による人口減少が進む

中で、新潟県経済の持続的な発展と県民生活の更なる向

上は、オール新潟で取り組むべき重要な課題です。 

そのためには、物価上昇を上回る賃上げの実現に向け、

県内企業が持続的に賃上げを行うことができる環境を整

えることが重要であり、新潟政労使会議は、こうした認

識を共有し、以下の取組を相互に連携・協力し推進する

ことを宣言します。 

 

１ 物価上昇を上回る持続的な賃上げの実現に向けた

環境整備 

２ 「パートナーシップ構築宣言」の更なる普及拡大や

適切な価格転嫁の促進 

３ 付加価値向上による収益力強化の実現に向けた支 

  援 

４ 働き方改革推進による労働環境の改善と、労働生産

性の向上、人材の確保・育成の実現に向けた支援 

５ 政労使による「オール新潟」の緊密な連携体制構築

と情報の周知・共有 
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